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12月15日に開催された図書館協議員会（第3回）では、
2012 年度図書関係予算（図書費・図書資料費・データ
ベース資料費・図書修繕費）について報告があり、原案
のとおり了承された。概要は次のとおり。
・資料 2 のとおり主管箇所である教務部より 2 0 1 2 年 
 度図書関係予算について一括内示があった。図書 
 関係予算についても一律 3% 削減となったことから、 
 2012年度図書費・図書資料費・データベース資料費お 
 よび図書修繕費の総額を 3% 減額することとした。
・ 資料3は図書関係予算の配分案である。1．図書費・図書 
 資料費配分（案）のうち、1）各箇所の博物館・研究 
 所等の増減率が－ 3.4% と 3% の削減率を超えてい 
6 月 23 日に開催された図書館協議員会（第 1 回）では、
2010 年度決算および 2011 年度予算について報告があ
り、原案のとおり了承された。このうち、2010 年度決
算においては、選書・収集に関する費用では主管箇所
である教務部、研究推進部（間接経費）からの予算措置
により、データベース資料費の拡充を実施したことな
どが報告された。2011 年度予算においては、経常的事
業全体では対前年度予算比 4% 減となっていることなど
が報告された。
また、学習支援連携委員会と図書館アカデミック・
リエゾンの活動、および東日本大震災への図書館の対
応について報告があった。
11 月 2 日に開催された図書館協議員会（第 2 回）では、
資料 1 のとおり、2012 年度図書関係予算申請集約結果
および中央図書館・キャンパス図書館の 2012 年度予算
申請について報告があり、了承された。
また、学習支援連携委員会（第 8 回）の検討経緯につ
いて報告があり、2011 年度前期の学習支援活動の総括
と今後の活動についての説明があった。
2012 年度図書修繕費申請集約結果（概要）
1. 各箇所 （単位：千円）
学部（*1）
博物館・研究所等（*2）
箇所数
5
7
2012年度
申請
（a）
10,006
16,211
2011年度
予算
（b）
10,044
16,545
増減
（a-b）
    -38 
  -334 
増減率
（対2011年度予算）
 （a-b）/b
   -0.4%
   -2.0%
2. 図書館（中央図書館・高田記念図書館・戸山図書館・理工学図書館・ 所沢図書館）
図書館 　 40,674 36,423  4,251    11.7%
（*1） 学部：政経、法、教、商、社学
（*2） 博物館・研究所等：演博、材料研、比較法、産研、現政研、アジア太平洋セ、博物館
資料2  主管箇所（教務部）からの2012年度図書関係予算内示
（単位：千円）
図書費（注）
図書資料費（注） 
データベース資料費
合計
12年度申請額
   630,168 
   194,898 
   439,070 
1,264,136 
11年度予算
（b）
   474,059 
   172,087 
   429,665 
1,075,811 
増減率
{（a）-（b）} /（b）
  -2.8％
   2.0％
  -5.3％
  -3.0％
12年度内示額
（a）
   460,878 
   175,611 
   407,049 
1,043,538 
図書修繕費（注） 　
注） 「図書費」、「図書資料費」、「図書修繕費」については、諸学校、本部機関、ＭＮＣ、大学史資料セ
ンター、情報生産システム研究科、法務研究科、教職研究科、各学部学生読書室を除く。
ご参考）2010年度データベース資料費決算額　407,049千円
     66,891     61,122      63,012    -1,890
2012 年度図書費および図書資料費申請集約結果（概要）　
2. 図書館（中央図書館・高田記念図書館・戸山図書館・理工学図書館・ 所沢図書館）
図書館 　 451,312 271,071  180,241  66.5%
1. 各箇所 （単位：千円）
研究科（*1）
研究科学生読書室（*2）
学部（*3）
博物館・研究所等（*4）
箇所数
13
6
8
11
2012年度
申請
（a）
  97,230   
  27,942   
139,405   
109,177   
2011年度
予算
（b）
 97,572   
 28,027   
140,144   
109,332   
増減
（a-b）
   -342
     -85
    -739
    -155
増減率
（対2011年度予算）
 （a-b）/b
 -0.4%
 -0.3%
 -0.5%
 -0.1%
（*1） 研究科：政研、経研、法研、商研、商研（ビジネス専攻）、教研、社学研、アジア太平洋研、国際情
報研、日本語研、公共研、ファイナンス研、会計研
（*2） 研究科学生読書室：政研、経研、法研、商研、教研、社学研 
（*3） 学部：政経、法、文学学術院、教育、教育（教職課程）、商、理工学術院、社学
（*4） 博物館・研究所等：演博、材料研、比較法、産研、ＷＢＳ、現政研、アジア太平洋セ、博物館、教総研、
オープン教育、 競技スポーツ
3. 全学共通
データベース資料費 　 439,070 429,665   9,405  2.2%
資料1
増減
{（a）-（b）}
 -13,181 
   3,524 
 -22,616 
 -32,273 
  -3.0％ 
資料3 2012年度図書関係予算配分（案）
1）各箇所 （単位：千円）
研究科（*1）
研究科学生読書室（*2）
学部（*3）
博物館・研究所等（*4）
箇所数
13
6
8
11
11年度予算
（a）
  97,572 
  28,027 
140,144 
109,332 
12年度
申請額
   97,230 
  27,942 
139,405 
109,177 
増減率
 {（b）-（a）}/（a）
  -3.0%
  -3.0%
  -3.0%
  -3.4%
12年度配分額
（b）
  94,652 
  27,190 
135,944 
105,618 
（*1） 研究科：政研、経研、法研、商研、商研（ビジネス専攻）、教研、社学研、ｱｼﾞｱ太平洋研、国際情報
研、日本語研、公共研、ファイナンス研、会計研
（*2） 研究科学生読書室：政研、経研、法研、商研、教研、社学研
（*3） 学部：政経、法、文学学術院、教、教（教職）、商、理工学術院、社学
（*4） 博物館・研究所等：演博、材料研、比較法、産研、WBS、現政研、アジア太平洋セ、博物館、教総研、
オープン教育セ、競技スポーツ
3）全学共通
データベース資料費 　
2）図書館（中央図書館・戸山図書館・理工学図書館・所沢図書館）
図書館 　  271,071 451,312  273,085   2,014 
 
（単位：千円）
学部（*5）
博物館・研究所等（*6）
箇所数
5
7
11年度予算
（a）
  10,044 
  16,545 
12年度
申請額
   10,006 
  16,211 
12年度配分額
（b）
   9,745 
  16,051 
増減
 {（b）-（a）}
    -299 
    -494
増減率
 {（b）-（a）}/（a）
  -3.0%
  -3.0%
2. 図書館（中央図書館・戸山図書館・理工学図書館・所沢図書館）
図書館 　
（*5） 学部：政経、法、教、商、社学
（*6） 博物館・研究所等:演博、材料研、比較法、産研、現政研、アジア太平洋セ、博物館
1. 図書費・図書資料費・データベース資料費配分（案）
1）各箇所
1. 図書修繕費配分（案）
増減
 {（b）-（a）}
  -2,920 
    -837 
  -4,200 
  -3,714 
   -0.7%
    -3.0%
   -5.3%429,665 439,070 407,049   -22,616 
  36,423    40,674    35,326    -1,097
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 るのは、-3%を超える減額での予算申請があった箇所 
 について、申請額どおりの配分としているためである。
・ データベース資料費については、現在導入している 
 データベース・電子ジャーナルのアクセスの維持を 
 前提として、2 0 1 0 年度決算額を 2 0 1 2 年度査定額 
 とした。
2 月 2 日に開催された図書館協議員会（第 4 回）では、
学習支援連携委員会（第 9 回）の検討経緯について、職
員プロジェクトとして理事会に報告した資料をもとに、
2011 年度の活動を報告するとともに、2012 年度の活
動計画の説明があった。
また、電子媒体検討委員会の検討結果について提案
があり、原案のとおり了承された。
8 月 1 日に開催された委員会（第 1 回）では、委員長の
互選の後、2010 年度委員会活動報告があった。また、
新規電子媒体購入申請の公募について、公募期間を 8
月 2 日から 10 月 14 日とすることが了承された。
第 2 回委員会は文書審議とし、新規電子媒体購入申
請の集約結果を資料の送付とともに報告した。
1 月 2 5 日に開催された委員会（第 3 回）では、新規
電子媒体購入申請に関して本委員会のもとに設置した
作業部会での検討経過 ･ 提案の説明があり、全学共通
および中央図書館の財源で購入している資料について
継続の可否を検討した結果、著しく利用が少ないデー
タベースは存在しないこと、ドル・ユーロに対する円
高基調が続いており、財源確保の見通しがたったこと
から、現在の教育研究の基盤を支えているこれら全て
のデータベース・電子ジャーナルを継続維持すること
とした。また、新規導入分については、全学共通利用
にふさわしい資料として、ロシア・スラブ系総合デー
タベース integrum を導入の推薦候補として挙げるこ
ととした。 2011年度図書館電子媒体検討委員会名簿
　委　員
福島　淑彦
江泉　芳信
坂内　太
雪嶋　宏一
川村　義則
所　　千晴
後藤　光男
辻内　琢也
林　　華生
安吉　逸季
八百幸　大
大野　髙裕
中島　達夫
中元　誠
荘司　雅之
湯川　亜矢
小林　邦久
所　属　箇　所
大学院公共経営研究科
比較法研究所 
大学院文学研究科
大学院教育学研究科
商学学術院総合研究所
大学院創造理工学研究科
社会科学部
人間科学部
大学院アジア太平洋研究科
国際教養学部
高等学院
教務部長
図書館副館長
図書館事務部長
図書館事務副部長兼総務課長
兼高田早苗記念研究図書館担当課長
図書館情報管理課長
理工学図書館担当課長
2011年度図書館協議員会名簿
所　属　箇　所
大 学 院 政 治 学 研 究 科
大 学 院 経 済 学 研 究 科
大 学 院 法 学 研 究 科
大 学 院 文 学 研 究 科
大 学 院 商 学 研 究 科
大学院基幹理工学研究科  兼　基幹理工学部
大学院創造理工学研究科　兼　創造理工学部
大学院先進理工学研究科　兼　先進理工学部
大 学 院 教 育 学 研 究 科
大 学 院 人 間 科 学 研 究 科
大 学 院 社 会 科 学 研 究 科
大 学 院 ス ポ ー ツ 科 学 研 究 科
大 学 院 ア ジ ア 太 平 洋 研 究 科
大 学 院 日 本 語 教 育 研 究 科
大 学 院 情 報 生 産 シ ス テ ム 研 究 科
大 学 院 公 共 経 営 研 究 科
大 学 院 法 務 研 究 科
大 学 院 フ ァ イ ナ ン ス 研 究 科
大 学 院 会 計 研 究 科
大 学 院 環 境・ エ ネ ル ギ ー 研 究 科
大 学 院 教 職 研 究 科
政 治 経 済 学 部
法 学 部
文 化 構 想 学 部
文 学 部
教 育 学 部
商 学 部
社 会 科 学 部 　
人 間 科 学 部
ス ポ ー ツ 科 学 部
国 際 教 養 学 部
高 等 学 院
本 庄 高 等 学 院
芸 術 学 校
演 劇 博 物 館
比 較 文 学 研 究 室
比 較 法 研 究 所
産 業 経 営 研 究 所
現 代 政 治 経 済 研 究 所
人 間 総 合 研 究 セ ン タ ー
ア ジ ア 太 平 洋 研 究 セ ン タ ー
教 育 総 合 研 究 所
理 工 学 術 院 総 合 研 究 所
ス ポ ー ツ 科 学 研 究 セ ン タ ー
日 本 語 教 育 研 究 セ ン タ ー
教 務 部 長
協  議  員
田中　孝彦
須賀　晃一
尾崎　安央
坂内　太
奥村　雅史
齊藤　良行（～ 2012.2.1）
藪野　健（2012.2.2 ～）
佐々木　葉
多辺　由佳（～ 2011.6.8）
中島　啓幾（2011.6.9 ～）
雪嶋　宏一
中村　要
戸田　学
坂本　静男
林　華生
高木　美嘉
吉村　猛
福島　淑彦
首藤　重幸
清水　信匡
川村　義則
友成　真一
三村　隆男
八木　斉子
三枝　健治
堀江　敏幸
甚野　尚志
青山　瑠妙
井上　達彦
戸田　学（兼）
柏　雅之（～ 2011.6.21）
辻内　琢也（2011.6.22 ～）
矢内　利政（～ 2011.6.21）
深見英一郎（2011.6.22 ～）
安吉　逸季
八百幸　大
吉田　　茂
伊沢　　久
児玉　竜一
源　　貴志
江泉　芳信
中村　信男
吉野　孝
中村　要（兼）
林　華生（兼）
堀　誠
山田   眞
坂本　静男（兼）
高木　美嘉（兼）
田中　愛治
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